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(57)【要約】
【課題】免震機能を有するとともに加工工数が少なくて
低コストにて構成でき、また間伐材を使用することが可
能な構成の建築物用面構成体を提供する。
【解決手段】複数の長尺部材２を並列配置し、各長尺部
材２の並列方向の両側部に長手方向に沿って形成した溝
７に帯板状の接続部材３を嵌合して各長尺部材２を相互
に接続してなる建築物用面構成体１であって、長尺部材
２の並列方向に延びる連結枠部材５を長尺部材２の両端
部に配設し、各長尺部材２の端部と連結枠部材５とをそ
れぞれ１本の締結ボルト１５にて連結し、所要の長尺部
材２に形成した溝７の底面７ａとその溝７に嵌合する接
続部材３の側面との間にその略全長にわたって延びるゴ
ム状弾性体１６を圧接状態で配置した。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の長尺部材を並列配置し、各長尺部材の並列方向の両側部に長手方向に沿って形成
した溝に帯板状の接続部材を嵌合して各長尺部材を相互に接続してなる建築物用面構成体
であって、
　長尺部材の並列方向に延びる連結枠部材を長尺部材の両端部に配設し、
　各長尺部材の端部と連結枠部材とをそれぞれ１本の締結ボルトにて連結し、
　所要の長尺部材に形成した溝の底面とその溝に嵌合する接続部材の側面との間にその略
全長にわたって延びるゴム状弾性体を圧接状態で配置した
ことを特徴とする建築物用面構成体。
【請求項２】
　長尺部材は間伐材からなり、溝は間伐材の仮想軸心に対してその底面が対称位置に位置
するように形成したことを特徴とする請求項１記載の建築物用面構成体。
【請求項３】
　各長尺部材の端部に、溝の形成方向と直交する方向の一方の側端からその側端に近い溝
の一方の側面の位置に達する切欠凹部を設け、
　連結枠部材を、少なくともその一部を切欠凹部に係合させて配置し、
　長尺部材の切欠凹部を形成した端部と連結枠部材の切欠凹部に係合させた部分を締結ボ
ルトにて締結固定した
ことを特徴とする請求項１又は２記載の建築物用面構成体。
【請求項４】
　切欠凹部と溝の形成方向と直交する方向の他方の側端との間に長尺部材の端面から凹入
穴を形成してナット部材を挿入配置し、かつナット部材のねじ穴に対応して切欠凹部から
凹入穴に貫通するボルト穴を形成し、
　連結枠部材に形成したボルト穴及び長尺部材の端部に形成したボルト穴を通して締結ボ
ルトをナット部材に螺合して長尺部材の端部と連結枠部材を締結固定した
ことを特徴とする請求項３記載の建築物用面構成体。
【請求項５】
　並列方向両側端の長尺部材が側枠部材にて構成され、四周が連結枠部材と側枠部材で囲
まれた壁面形成パネルを構成していることを特徴とする請求項１～４の何れか１つに記載
の建築物用面構成体。
【請求項６】
　連結枠部材は、建築物の土台または梁を構成する横行部材にて構成され、並列方向両側
端の長尺部材は建築物の柱材にて構成されていることを特徴とする請求項１～４の何れか
１つに記載の建築物用面構成体。
【請求項７】
　長尺部材の両端部間に、連結枠部材と平行に１又は複数の補助連結部材を配置し、補助
連結部材と各長尺部材とを補助連結部材を貫通して先端部が長尺部材に貫入係合する結合
部材にて結合したことを特徴とする請求項１～５の何れか１つに記載の建築物用面構成体
。
【請求項８】
　複数の長尺部材を並列配置し、各長尺部材の並列方向の両側部に長手方向に沿って形成
した溝に短冊状の接続部材を嵌合して各長尺部材を相互に接続し、かつ長尺部材の並列方
向に延びる連結枠部材にて各長尺部材を連結してなる建築物用面構成体であって、
　各長尺部材の端部に、溝の形成方向と直交する方向の一方の側端からその側端に近い溝
の一方の側面の位置に達する切欠凹部を設けるとともに、切欠凹部と溝の形成方向と直交
する方向の他方の側端との間に長尺部材の端面から凹入穴を形成してナット部材を挿入配
置し、かつナット部材に形成した１又は複数のねじ穴に対応して切欠凹部から凹入穴に貫
通するボルト穴を形成し、
　連結枠部材を、少なくともその一部を切欠凹部に係合させて配置し、
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　連結枠部材に形成したボルト穴及び長尺部材の端部に形成したボルト穴を通して締結ボ
ルトをナット部材に螺合して長尺部材の端部と連結枠部材を締結固定した
ことを特徴とする建築物用面構成体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、建築物の壁面やそれを構成するパネルなどの建築物用面構成体に関し、特に
免震機能を有し、また間伐材の有効利用を図ることもできる建築物用面構成体に関するも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、山林の保守が適切に行われていないことが、土砂崩れなどの災害の原因の一つで
あることが改めて認識されるようになっている。そのため、山林の間伐を行う必要性が強
く認識されているが、大量の間伐材を経済的に成り立つように利用するシステムがないた
め、間伐を行う人件費を賄うことができず、その結果間伐が十分に行われていない山林が
増え、間伐されてもそのまま放置されていることが多いという現実があり、間伐材の有効
利用分野の開拓が要請されている。
【０００３】
　そこで、間伐材を使用して建築用パネルを構成することが考えられている。すなわち、
複数の間伐材の外周面に長手方向に沿って板状の接続材を嵌め込む溝を直径方向に一対設
け、間伐材の溝に接続材を嵌め込むとともに接着剤や釘や木ねじにて固定し、次いでその
接続材に次の間伐材の溝を嵌め込むとともにこの次の間伐材から接続材を貫通して先の間
伐材まで達する釘や木ねじにて固定するという構成を繰り返すことで、複数の間伐材が並
列配置されるとともに接続材にて相互に接続してなる建築用パネルが提案されている。さ
らに、この建築用パネルの間伐材配列方向の強度を確保するため、両端に雄ねじを形成し
た鉄筋やボルトを各間伐材を貫通させて配設し、両端の雄ねじにナットを螺合して両端間
を締結固定したものが提案されている（例えば、特許文献１参照）。
【特許文献１】特開２００７－４００６８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、間伐材は曲がっていたり、太さが変化するとともに太さにばらつきがあり、
また節などにより凹凸もあるため、上記特許文献１では間伐材の表面を削って直径をほぼ
等しくしており、その上で外面から所定深さの溝を形成しているため、加工工数が多くな
って手間とコストがかかるとともに、外面部分が削られることで耐久性が大幅に低下する
という問題がある。
【０００５】
　また、間伐材と接続材を接着剤や釘や木ねじにて固定し、さらに次の間伐材から接続材
を貫通して先の間伐材まで達する釘や木ねじにて固定する接続作業に手間がかかり、しか
もそのように接続しても間伐材の並列方向にパネルとしての強度を確保するのは困難であ
るという問題があり、またパネルを横断する方向に貫通する鉄筋やボルトにて締結する構
成では、パネルの製造工数とコストがさらに大きくなってしまい、さらにこのパネルをロ
グハウス等の建築物で使用する際には、さらに加工が必要になるという問題がある。また
、そのパネルに免震機能を持たせるという技術思想は認められない。
【０００６】
　本発明は、上記従来の課題に鑑み、免震機能を有するとともに加工工数が少なくて低コ
ストにて構成でき、また間伐材を使用することが可能な構成の建築物用面構成体を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
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　本発明の建築物用面構成体は、複数の長尺部材を並列配置し、各長尺部材の並列方向の
両側部に長手方向に沿って形成した溝に短冊状の接続部材を嵌合して各長尺部材を相互に
接続してなる建築物用面構成体であって、長尺部材の並列方向に延びる連結枠部材を長尺
部材の両端部に配設し、各長尺部材の端部と連結枠部材とをそれぞれ１本の締結ボルトに
て連結し、所要の長尺部材に形成した溝の底面とその溝に嵌合する接続部材の側面との間
にその略全長にわたって延びるゴム状弾性体を圧接状態で配置したものである。
【０００８】
　この構成によれば、長尺部材と接続部材とを長尺部材の側部に形成した溝に接続部材を
嵌合させて順次並列配置し、各長尺部材の両端部を連結枠部材にて連結していることで、
所要の面強度を有する壁面やパネル面などを構成することができ、かつ長尺部材の端部と
連結枠部材とをそれぞれ１本の締結ボルトにて連結するとともに溝の底面と接続部材の側
面との間にゴム状弾性体を圧接状態で配置しているので、ゴム状弾性体にてシール性が確
保されて雨水や風の透過を防止できるだけでなく、長尺部材の両端部の連結枠部材を相互
に平行移動させる方向に過大な往復荷重が作用した場合に、複数の長尺部材と両端の連結
枠部材で囲まれた各空間が平行四辺形に変形し、長尺部材間に配置した接続部材の両側の
ゴム状弾性体に圧縮力とせん断力が発生し、それによって面全体で変形エネルギーが吸収
されるとともにゴム状弾性体の復元力によって元の状態に復帰させる作用を奏することに
なり、加工工数の少ない長尺部材と接続部材と連結枠部材とゴム状弾性体から成る簡単で
安価な構成にて、高い免震機能を有する面構成体を得ることができる。
【０００９】
　また、長尺部材は、加工木材や木粉を充填材として使用した合成樹脂製押出成形品やア
ルミ合金などの金属製の押出成形品若しくは引抜成形品や、鋼板の加工品などであっても
良いが、長尺部材が間伐材からなると、間伐材の有効利用を図ることができて大幅なコス
ト低下を図ることができるとともに省資源に寄与することができ、かつその場合に溝の形
成に当たって表面から所定深さに形成するのではなく、当該間伐材に設定した仮想軸心か
ら半径方向に等距離の位置に溝底面が位置するように形成することで間伐材に曲がりや太
さの変化・ばらつきや表面の凹凸があっても、間伐材の外表面を加工することなく、常に
適正に溝を形成することができ、加工工数が少なくて低コストにて構成できるとともに、
耐候性の高い木材表面をそのままにして加工しないので耐久性の高い面構成体が得られ、
かつ間伐材の並列配置ピッチが間伐材の形状や太さに影響を受けずに所定値に精度良く規
定でき、面構成体を高い寸法精度で管理することができ、建築物に容易にかつ高い信頼性
をもって適用することができる。
【００１０】
　また、各長尺部材の端部に、溝の形成方向と直交する方向の一方の側端からその側端に
近い溝の一方の側面の位置に達する切欠凹部を設け、連結枠部材を、少なくともその一部
を切欠凹部に係合させて配置し、長尺部材の切欠凹部を形成した端部と連結枠部材の切欠
凹部に係合させた部分を締結ボルトにて締結固定すると、各長尺部材の端部と連結枠部材
とをそれぞれ１本の締結ボルトで締結固定しながら、各長尺部材と連結枠部材の相互間の
角度変位を抑制した状態で強固に連結固定することができて面構成体の変形を効果的に防
止することができ、かつ接続部材の端部を長尺部材と連結枠部材によって強固に挟圧固定
することができて、より高い面強度の面構成体が得られる。
【００１１】
　また、切欠凹部と溝の形成方向と直交する方向の他方の側端との間に長尺部材の端面か
ら凹入穴を形成してナット部材を挿入配置し、かつナット部材のねじ穴に対応して切欠凹
部から凹入穴に貫通するボルト穴を形成し、連結枠部材に形成したボルト穴及び長尺部材
の端部に形成したボルト穴を通して締結ボルトをナット部材に螺合して長尺部材の端部と
連結枠部材を締結固定すると、長尺部材の外表面に締結ボルトの端部やナットなど、金属
部材が露出しないので、その腐食を防止できて耐久性を確保できるとともに、綺麗な外観
を呈することができる。
【００１２】
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　また、並列方向両側端の長尺部材が側枠部材にて構成され、四周が連結枠部材と側枠部
材で囲まれた壁面形成パネルを構成していると、この壁面形成パネルを規格品として生産
することで、建築物の壁面の任意の部分にこの壁面形成パネルを配置することで、免震性
能を有する壁面を構成することができる。例えば、この壁面形成パネルを、軸組工法の建
築物における両側の柱と上部の梁と下部の梁や土台とで囲まれた空間に配置したり、ツー
バイフォー工法の壁面に適用することで、簡単かつ安価に免震壁構造の建築物を構築する
ことができる。
【００１３】
　また、連結枠部材は、建築物の土台または梁を構成する横行部材にて構成され、並列方
向両側端の長尺部材は建築物の柱材にて構成されていると、建築物の壁面構成に直接適用
することで、同様の効果を奏することができる。
【００１４】
　長尺部材の両端部間に、連結枠部材と平行に１又は複数の補助連結部材を配置し、補助
連結部材と各長尺部材とを補助連結部材を貫通して先端部が長尺部材に貫入係合する結合
部材にて結合すると、長尺部材の両端部間で補助連結部材にて長尺部材が連結固定される
ので、免震機能を阻害することなくゴム状弾性体の圧縮反力を受けて長尺部材が変形する
のを防止することができ、一層面強度の高い面構成体を構成できる。
【００１５】
　また、本発明の建築物用面構成体は、複数の長尺部材を並列配置し、各長尺部材の並列
方向の両側部に長手方向に沿って形成した溝に短冊状の接続部材を嵌合して各長尺部材を
相互に接続し、かつ長尺部材の並列方向に延びる連結枠部材にて各長尺部材を連結してな
る建築物用面構成体であって、各長尺部材の端部に、溝の形成方向と直交する方向の一方
の側端からその側端に近い溝の一方の側面の位置に達する切欠凹部を設けるとともに、切
欠凹部と溝の形成方向と直交する方向の他方の側端との間に長尺部材の端面から凹入穴を
形成してナット部材を挿入配置し、かつナット部材に形成した１又は複数のねじ穴に対応
して切欠凹部から凹入穴に貫通するボルト穴を形成し、連結枠部材を、少なくともその一
部を切欠凹部に係合させて配置し、連結枠部材に形成したボルト穴及び長尺部材の端部に
形成したボルト穴を通して締結ボルトをナット部材に螺合して長尺部材の端部と連結枠部
材を締結固定したものである。
【００１６】
　この構成によると、免震機能を必要とせず、ゴム状弾性体を有していない面構成体にお
いて、各長尺部材の端部と連結枠部材とを締結ボルトで締結固定することで、各長尺部材
と連結枠部材の相互間の角度変位を抑制した状態で強固に連結固定することができて面構
成体の変形を効果的に防止することができ、かつ接続部材の端部を長尺部材と連結枠部材
によって強固に挟圧固定することができて、より高い面強度の面構成体が得られ、さらに
長尺部材の外表面に締結ボルトの端部やナットなど、金属部材が露出しないので、その腐
食を防止できて耐久性を確保できるとともに、綺麗な外観を呈することができる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、長尺部材と接続部材を順次並列配置し、各長尺部材の両端部を連結枠
部材にて連結していることで、所要の面強度を有する壁面やパネル面などを構成すること
ができ、かつ長尺部材の端部と連結枠部材とをそれぞれ１本の締結ボルトにて連結すると
ともに溝の底面と接続部材の側面との間にゴム状弾性体を圧接状態で配置しているので、
連結枠部材を相互に平行移動させる方向に過大な往復荷重が作用した場合にゴム状弾性体
にて変形エネルギーを吸収するとともに元の状態に復帰させる作用を面全体で奏すること
ができ、簡単で安価な構成にて高い免震機能を有する面構成体を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　以下、本発明の建築物用面構成体の各実施形態について、図１～図９を参照して説明す
る。
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【００１９】
　（第１の実施形態）
　まず、本発明の建築物用面構成体を、間伐材を使用した壁面形成パネルに適用した第１
の実施形態について、図１～図７を参照して説明する。
【００２０】
　図１（ａ）（ｂ）において、１は面構成体としての壁面形成パネルであって、間伐材か
ら成る複数の長尺部材２を並列配置するとともに、各長尺部材２、２間を帯板状の接続部
材３にて接続してパネル面４が構成されている。パネル面４の上縁部と下縁部には、各長
尺部材２の各端部を連結する連結枠部材５が配設され、パネル面４の左右両側縁に位置す
る長尺部材２は断面矩形状の側枠部材６にて構成されている。
【００２１】
　各長尺部材２には、図２～図５に示すように、その並列方向に沿う直径方向の両側部に
長手方向全長にわたって溝７が形成され、隣接する長尺部材２、２の対向する溝７、７に
接続部材３の両側部が嵌合され、並列配置された各長尺部材２が接続されている。各長尺
部材２の溝７は、図５に示すように、溝底面７ａが当該長尺部材２に設定した仮想軸心８
から半径方向に等しい距離ｄの位置に位置するように形成されている。そのため、間伐材
から成る長尺部材２に曲がりや太さの変化・ばらつきや表面の凹凸があっても溝底面７ａ
が常に一定位置に位置しており、したがって幅寸法が一定の接続部材３を適用することで
、各長尺部材２、２の仮想軸心８間のピッチ間隔は一定となる。なお、間伐材の太さには
大きなばらつきがあるが、太さに応じて間伐材をランク付けし、間伐材のランク毎に溝底
面７ａの仮想軸心８からの距離ｄを適宜に設定すれば良い。また、左右両側縁に位置する
長尺部材２である側枠部材６には、図示は省略しているが、内側の側面にのみ接続部材３
の側部が嵌合される溝７が形成されている。
【００２２】
　連結枠部材５は、図２、図４に示すように、断面矩形状の枠体部５ａの幅方向中央部に
接続部材３の端部が嵌合する溝９が形成されるとともにその一側部に突出部５ｂが突出さ
れた断面の全体概略形状がＬ字型の柱状部材にて構成されている。一方、この連結枠部材
５に連結する各長尺部材２の端部には、連結枠部材５の突出部５ｂが嵌り込んで係合する
切欠凹部１０が形成されている。すなわち、切欠凹部１０は、長尺部材２の端部に、溝７
の形成方向と直交する方向の一方の側端からその側端に近い溝７の一方の側面の位置に達
するように、かつ突出部５ｂの高さ寸法と等しい高さ寸法に形成されている。
【００２３】
　また、長尺部材２の端部において、切欠凹部１０と、溝９の形成方向と直交する方向の
他方の側端との間に、長尺部材２の端面から角穴から成る凹入穴１１が形成され、この凹
入穴１１内に外形が矩形のナット部材１２が挿入配置されている。また、ナット部材１２
のねじ穴に対応して切欠凹部１０から凹入穴１１に貫通するボルト穴１３が形成されてい
る。一方、連結枠部材５の突出部５ｂにボルト穴１３に対応して座ぐり部１４ａを有する
ボルト穴１４が形成されている。かくして、締結ボルト１５を、図３及び図４（ａ）に示
すように、連結枠部材５のボルト穴１４、及び長尺部材２の端部に形成したボルト穴１３
を通してナット部材１２に螺合して締結することで、連結枠部材５の突出部５ｂが長尺部
材２の端部の切欠凹部１０に係合した状態で、各長尺部材２の両端部がそれぞれ１本の締
結ボルト１５にて連結枠部材５に連結固定されている。
【００２４】
　そして、長尺部材２に形成した溝７の底面７ａとその溝７に嵌合する接続部材３の側面
との間にその略全長にわたって延びるゴム状弾性体１６が圧接状態で配置されている。ゴ
ム状弾性体１６の材質は、バイトン（フッ素）ゴムやネオプレンゴムなどの合成ゴムが好
適であり、また断面形状は矩形状が好適であるが、円形等の他の断面形状であっても良い
。なお、本実施形態では全ての長尺部材２の溝７の底面７ａと接続部材３の側面との間に
ゴム状弾性体１６を配置した例を示したが、場合によっては所要の長尺部材２と接続部材
３の間にのみゴム状弾性体１６を配置しても良い。また、ゴム状弾性体１６の弾性係数を
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配置位置によって異ならせても良い。例えば、壁面形成パネル１の幅方向中央部に弾性係
数の大きなゴム状弾性体１６を配置し、両側に向けて順次弾性係数の小さいゴム状弾性体
を配置することで、大きな弾性係数のゴム状弾性体１６による作用を確保しつつ側枠部材
６に外側に向けて過大な荷重が負荷されて変形が生じるのを抑制するようにしても良い。
【００２５】
　以上の構成の壁面形成パネル１によれば、長尺部材２と接続部材３とを長尺部材２の側
部に形成した溝７に接続部材３を嵌合させて順次並列配置し、各長尺部材２の両端部を連
結枠部材５にて連結していることで、所要の面強度を有するパネルを構成することができ
る。また、並列方向両側端の長尺部材２を側枠部材６で構成し、四周が連結枠部材５と側
枠部材６で囲まれた壁面形成パネル１を構成しているので、この壁面形成パネル１を規格
品や受注品などの工場生産品とすることで、建築物の壁面の任意の部分にこの壁面形成パ
ネル１を配置することで簡単かつ安価に壁面を構成することができる。
【００２６】
　しかも、長尺部材２の端部と連結枠部材５とをそれぞれ１本の締結ボルト１５にて連結
するとともに溝７の底面７ａと接続部材３の側面との間にゴム状弾性体１６を圧接状態で
配置しているので、ゴム状弾性体１６にてシール性が確保されて雨水や風の透過を防止で
きるだけでなく、図６に示すように、長尺部材２の両端部の連結枠部材５、５を相互に平
行移動させる方向に過大な往復荷重１７が作用した場合に、複数の長尺部材２と両端の連
結枠部材５で囲まれた各空間が平行四辺形に変形し、それに伴って長尺部材２、２間に配
置された接続部材３の両側のゴム状弾性体１６に圧縮力とせん断力が発生し、壁面形成パ
ネル１の面全体で変形エネルギーが吸収されるとともにゴム状弾性体１６の復元力によっ
て元の状態に復帰させる作用を奏することになり、加工工数の少ない長尺部材２と接続部
材３と連結枠部材５とゴム状弾性体１６から成る簡単で安価な構成にて、高い免震機能を
有する壁面形成パネル１を得ることができる。
【００２７】
　また、本実施啓太では、長尺部材２が間伐材から成っているので、間伐材の有効利用を
図ることができて大幅なコスト低下を図ることができるとともに省資源に寄与することが
でき、かつその場合に溝７の形成に当たって表面から所定深さに形成するのではなく、当
該間伐材に設定した仮想軸心８から半径方向に等距離の位置に溝底面７ａが位置するよう
に形成することで、間伐材に曲がりや太さの変化・ばらつきや表面の凹凸があっても、間
伐材の外表面を加工することなく、常に適正に溝７を形成することができる。かくして、
加工工数が少なくて低コストにて構成できるとともに、耐候性の高い木材表面をそのまま
にして加工しないので耐久性の高い面構成体が得られ、かつ不均一な間伐材を用いながら
長尺部材２の並列配置ピッチが間伐材の形状や太さに影響を受けずに所定値に精度良く規
定でき、壁面形成パネル１を高い寸法精度で管理することができ、建築物に容易にかつ高
い信頼性をもって適用することができる。
【００２８】
　また、各長尺部材２の端部に、溝７の形成方向と直交する方向の一方の側端からその側
端に近い溝７の一方の側面の位置に達する切欠凹部１０を設け、連結枠部材５の突出部５
ｂを切欠凹部１０に係合させて配置し、長尺部材２の切欠凹部１０を形成した端部と連結
枠部材５の切欠凹部１０に係合させた部分を締結ボルト１５にて締結固定しているので、
各長尺部材２の端部と連結枠部材５とをそれぞれ１本の締結ボルト１５で締結固定しなが
ら、各長尺部材２と連結枠部材５の相互間の角度変位を抑制した状態で強固に連結固定す
ることができて壁面形成パネル１の変形を効果的に防止することができ、かつ接続部材３
の端部を長尺部材２と連結枠部材５によって強固に挟圧固定することができて、より高い
面強度の壁面形成パネル１が得られる。
【００２９】
　また、切欠凹部１０と溝７の形成方向と直交する方向の他方の側端との間に長尺部材２
の端面から凹入穴１１を形成してナット部材１２を挿入配置し、かつナット部材１２のね
じ穴に対応して切欠凹部１０から凹入穴１１に貫通するボルト穴１３を形成し、連結枠部
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材５に形成したボルト穴１４と上記ボルト穴１３を通して締結ボルト１５をナット部材１
２に螺合して長尺部材２の端部と連結枠部材５を締結固定しているので、長尺部材２の外
表面に締結ボルト１５の端部やナット部材１２など、金属部材が露出しないので、その腐
食を防止できて耐久性を確保できるとともに、綺麗な外観を呈することができる。
【００３０】
　以上の壁面形成パネル１の一適用例を、図７を参照して説明する。図７において、軸組
工法の建築物において、基礎２０上に固定設置された土台１８と、上部の梁１９と、両側
の柱（図示せず）とで囲まれた空間に壁面形成パネル１が配置されるとともに、はめ込み
溝やボルト等の適宜結合手段（図示せず）にて一体的に結合されている。このように壁面
形成パネル１をこのように配置することで、簡単かつ安価に免震壁構造を有する建築物２
１を構築することができる。
【００３１】
　（第２の実施形態）
　次に、本発明の建築物用面構成体の第２の実施形態について、図８、図９を参照して説
明する。なお、上記第の実施形態と共通する構成要素については、同一の参照符号を付し
て説明を省略し、主として相違点についてのみ説明する。
【００３２】
　上記第１の実施形態においては、壁面形成パネル１を構成した例を示したが、本実施形
態では、本発明の建築物用面構成体を建築物２１の壁面２２に直接的に適用している。す
なわち、図８に示すように、基礎２０上の土台１８を下部の連結枠部材５とし、梁１９を
上部の連結枠部材５とし、柱（図示せず）を側枠部材として壁面２２が構成されている。
なお、下部の連結枠部材５を構成する土台１８は方形断面のままで、その幅方向の一側部
を長尺部材２の端部の切欠凹部１０に係合させており、ボルト穴１４は土台１８の全幅に
わたって貫通形成し、締結ボルト１５の頭部を土台１８の側面に係合させている。
【００３３】
　また、本実施形態では、長尺部材２の両端部間に、連結枠部材５と平行に１又は複数の
補助連結部材２３を配置し、補助連結部材２３と各長尺部材２とをそれぞれ補助連結部材
２３を貫通して先端部が長尺部材２に貫入係合する１本の結合部材２４にて結合している
。補助連結部材２３は、長尺部材２の端部に形成したものと同様の切欠凹部１０に収容配
置され、補助連結部材２３によっても長尺部材２との間で接続部材３を挟圧固定するよう
に構成されている。このように補助連結部材２３にて長尺部材２の両端部間で長尺部材２
を１本の結合部材２４にて連結固定することで、免震機能を阻害することなく、ゴム状弾
性体１６の圧縮反力を受けて長尺部材２が変形するのを防止することができ、一層面強度
の高い壁面２２を構成することができる。
【００３４】
　本実施形態の建築物２１は、図９に示すように、間伐材から成る長尺部材２が並列配置
された壁面２２を有しているログハウス風の建築物２１となる。図９において、２５は壁
面２２に形成された窓、２６は出入口である。また、２７は屋根面で、壁面２２と同様に
間伐材と接続部材からなる壁面構成体を適用しても、その他板葺やスレート葺やトタン葺
などを適用しても良い。
【００３５】
　以上の実施形態では、長尺部材２が間伐材から成る例についてのみ説明したが、本発明
はこれに限定されるものではなく、長尺部材２を加工木材や、木粉を充填材として使用し
た合成樹脂製押出成形品、やアルミ合金などの金属製の押出成形品若しくは引抜成形品や
、鋼板の加工品などを適用することもできる。
【００３６】
　また、上記実施形態では、長尺部材２の溝７と接続部材３の間にゴム状弾性体１６を配
置して免震機能を奏するようにした構成を示したが、特に免震機能を要求されない壁面を
構成する場合には、ゴム状弾性体１６を無くした構成としても良く、その場合にも長尺部
材２の端部と連結枠部材５の結合構成として上記実施形態の構成を適用することで、その
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作用効果を奏し、特に長尺部材２として間伐材を適用することで低コストにて面強度の高
い面構成体を得ることができる。なお、ゴム状弾性体１６の代わりに適宜柔らかいゴムや
合成樹脂からなるシール材や接着材等を溝７に配置してシール性を高めるようにしても良
い。
【００３７】
　また、上記実施形態では、ナット部材１２を長尺部材２の端面から形成した凹入穴１１
に配置して締結ボルト１５やナットが外部に露出しないようにした構成を示したが、ボル
ト穴１３を長尺部材２の外面まで貫通形成するとともに、外面にナットを収容できる座ぐ
り穴を形成し、締結ボルト１５をナットにて締結固定した後、座ぐり穴にシール材を充填
密閉し、外部に金属部材が露出しないようにしても良い。
【産業上の利用可能性】
【００３８】
　本発明は、間伐材を適用可能な長尺部材と接続部材と連結枠部材にて所要の面強度を有
する壁面やパネル面などを構成することができ、かつ長尺部材の溝底面と接続部材の側面
との間にゴム状弾性体を圧接状態で配置し、連結枠部材を相互に平行移動させる方向に過
大な往復荷重が作用した場合にゴム状弾性体にて変形エネルギーを吸収して免震機能を奏
するように構成していることで、簡単な構成にて高い免震機能を有する面構成体を得るこ
とができるので、耐震性を要求される建築物の壁面などに好適に適用することができると
ともに、間伐材の有効利用も図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３９】
【図１】本発明の建築物用面構成体の第１の実施形態の壁面形成パネルを示し、（ａ）は
内面側から見た斜視図、（ｂ）は外面側から見た斜視図。
【図２】図１のＡ部分解拡大斜視図。
【図３】図１のＢ－Ｂ矢視拡大横断平面図。
【図４】（ａ）は図３のＣ－Ｃ矢視縦断側面図、（ｂ）は図３のＤ－Ｄ矢視縦断側面図。
【図５】間伐材から成る長尺部材を示し、（ａ）は正面図、（ｂ）は（ａ）のＥ－Ｅ矢視
断面図。
【図６】同実施形態の壁面形成パネルの免震作用の説明図。
【図７】同実施形態の壁面形成パネルを適用した建築物の要部縦断面図。
【図８】本発明の建築物用面構成体を壁面構成に直接適用した第２の実施形態の建築物の
要部縦断面図。
【図９】同実施形態のログハウス風建築物の斜視図。
【符号の説明】
【００４０】
　１　壁面形成パネル（面構成体）
　２　長尺部材
　３　接続部材
　５　連結枠部材
　６　側枠部材
　７　溝
　７ａ　底面
　８　仮想軸心
　１０　切欠凹部
　１１　凹入穴
　１２　ナット部材
　１３　ボルト穴
　１４　ボルト穴
　１５　締結ボルト
　１６　ゴム状弾性体
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　１８　土台（横行部材）
　１９　梁（横行部材）
　２１　建築物
　２２　壁面
　２３　補助連結部材
　２４　結合部材

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】

【図５】

【図６】 【図７】
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【図８】 【図９】
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